
京都府AI・IoT等デジタル技術の活用に関する有識者会議

• 京都府におけるAI・IoT等最新のデジタル技術を活用した課題解決の推進
のため、次に掲げる事項について学識経験者等から広く意見を聴取

1. 京都府におけるデジタル技術を活用した課題解決の推進に必要な指導及び助言に関すること。

2. 官民データ活用推進基本法（平成28年法律第103号）に基づき京都府が策定する官民データ活用推進計画
の策定の検討に関すること。

3. その他デジタル技術の活用に関すること。

• 構成員
氏名（五十音順） 役職

石山 洸 株式会社エクサウィザーズ代表取締役社長

上原 哲太郎 立命館大学情報理工学部 教授、ITコンソーシアム京都 セキュリティ部会長

木俵 豊 NICTユニバーサルコミュニケーション研究所長

木村 朝子 立命館大学情報理工学部 教授

黒橋 禎夫 京都大学大学院情報学研究科教授、ITコンソーシアム京都 AI・IoT部会長

牧 紀男 京都大学防災研究所教授

水野 修 京都工芸繊維大学情報工学・人間科学系教授 1
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AI・IoT活用

推進会議

有識者

会議

各部局

京都府各部局
施策立案・推進

産官公連携による課題解決プラットフォーム

AI・IoT等デジタル技術の活用

に関する有識者会議

•デジタル技術を活用した課題

解決の推進に必要な指導・助

言等

京都府におけるAI・IoT等の活用に関する推進体制

京都府各部局・プラットフォームと連携して強力に推進
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官民データ活用推進基本計画に即し、

都道府県官民データ活用推進計画を策定【義務】

都道府県

官民データ活用推進基本計画に即し、
かつ、都道府県官民データ活用推進計画を勘案して

市町村官民データ活用推進計画を策定【努力義務】

市町村

地方公共団体

経緯と今後

2016年12月14日 官民データ活用推進基本法 公布・施行（平成28年法律第103号）

2017年 ５月30日 「世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」 閣議決定
（法８条に基づく官民データ活用推進基本計画（義務））

2017年 秋 地方の官民データ官民データ活用推進計画策定の手引の公表
⇒地方公共団体において随時計画策定に着手

～2020年度末 策定義務のある全都道府県での計画策定
（世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画ｐ88「地方の計画雛形の作成と計画策定支援」

「京都府官民データ活用推進計画（仮称）」について

官民データ活用推進基本法（平成28年法律第103号）

「個別施策の5本柱」

1. 行政手続等のオンライン化原則

2. オープンデータの促進、データの円滑な流通の促進

3. マイナンバーカードの普及・活用

4. デジタルデバイド対策

5. 情報システム改革・業務の見直し（ＢＰＲ）
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京都府総合計画
「20年後に実現したい京都府の将来像」

～一人ひとりの夢や希望が全ての地域で
実現できる京都府をめざして～
• 人とコミュニティを大切にする共生の京都府

• 文化の力で新たな価値を創造する京都府

• 豊かな産業を守り創造する京都府

• 環境にやさしく安心・安全な京都府

行財政改革プラン（2019～2023年度）

「府民サービスの質の一層の向上を目指した行財政
改革の推進」

【取組みの視点・展開方向】

1. 持続可能な財政構造の確立

2. 現場主義貫徹に向けた組織改革と人材育成
– 組織の新陳代謝や業務プロセスの改革

• 労働力人口の減少による職員数確保困難を見据えた執行体制

• 定型的な業務へのAI・RPA・IoT活用と企画・府民対応・現場対応に必要な
業務への人材シフト

• 最新のICTを活用した情報共有を進め、課題に柔軟に対応可能な執行体制

– 職員の能力のパワーアップ
• 高齢職員の有する経験、技術、ノウハウなどを中堅・若手職員の円滑

な継承

3. 時代に即した府民サービスの提供
– 府民、ＮＰＯ、大学、企業等の様々な知恵を集めた連携・協働

– オープンデータ化・データに基づく施策立案の推進
• ICTを活用した行政情報の提供等による府民サービスの向上

「京都府官民データ活用推進計画（仮称）」に関連する上位計画

将来像を実現するための基本計画
• 「府民協働で取り組むきょうとチャレン

ジ」における「主な重点・新規方策」、
「施策体系図」

• 「分野別基本施策」における「４年間の
対応方向・具体方策」

において、AI・IoT等を活用した事業を記載

4



会議の進め方



• 新総合計画等やプラットフォーム活動などを勘案して以下とする

① スマート防災

② スマートモビリティ

③ スマートセキュリティ

④ スマートアグリ

⑤ スマート自治体行政

⑥ 産業振興・ベンチャー育成

• 上記の意見聴取テーマに加え、京都府官民データ活用推進計画（仮
称）に関する議論を行う

– 上記意見聴取テーマは、同計画における「AI・IoT等の活用施策」として位
置づける

– この他、必要な記載事項についても議論

京都府AI・IoT活用有識者会議における意見聴取テーマ（案）について
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テーマ 内容

① スマート防災 ⚫ 総合防災情報システムの構築に向け、AI・IoT等を活用した災害情報の共有や被害予測、救援・援助
物資情報の仕分け、府民への情報伝達等、防災対策の高度化（スマート防災）の推進

⚫ スマート防災をパイロットケースとして、各種GISデータ・水位計データ・施設情報・都市計画デー
タ等インフラ情報の高度利活用のための庁内横断的なデータアーキテクチャーを整備

② スマートモビリティ ⚫ MaaSなど、新たなモビリティサービスの導入により、利用者ニーズに即したシームレスな移動を生
み出すとともに、持続可能な地域交通の確立

③ スマートセキュリティ ⚫ 犯罪や交通事故の発生を抑止するため、先端技術を活用した多角的な分析に基づく地域における声か
けや道路交通環境整備などソフト・ハード両面での対策の融合による効果的な防止対策を推進

④ スマートアグリ ⚫ 産学公が連携して、京都府域の各地の実情に応じたＡＩやＩｏＴによるセンシングデータに基づく農
業の取組を本格化

⑤ スマート自治体行政 ⚫ 行政の様々な分野における業務プロセスについて、標準的かつ効率的な業務プロセスを構築するとと
もに、ＡＩ・ロボティクスによる事務処理を推進

⚫ デジタル手続法への対応やマイキープラットフォームなど、行政手続のデジタル化とデータ連携によ
る府民サービス向上を推進

⑥ 産業振興・ベンチャー育成 ⚫ 京都ビッグデータ活用プラットフォームによる産学公民連携の取組や「企業の森・産学の森」事業等
の各種商工施策を活用した様々な分野での課題解決プロジェクト組成と事業化の推進

⚫ 内閣府「スタートアップ・エコシステム形成拠点」採択に向けた取組

意見聴取テーマ案
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意見聴取テーマごとの説明



産業振興・ベンチャー育成



京都経済センターを核として、オール京都体制で中小企業の成長やスタートアップ企業の育成を進めます。

①
「起業するなら京都・プロジェクト」の創設（アクセラレーションプログラム、インキュベート施設、中小企業
応援センターのトータルサポート、小中学生ものづくり体験・高校生対象のベンチャー講座等）

④
オール京都の「高度人材育成プログラム」の策定（研究開発人材の育成、新卒者から管理職、経営者までのシー
ムレスな研修を実施等）

関西文化学術研究都市について、「研究開発・産業の推進」「文化・学術・芸術・教育の振興」等を行い、「超快適ス
マート社会」の実現による持続可能な発展をめざす都市づくりを進めます。

㉔ 「MaaS・α促進プロジェクト」の創設（クラウドサービスの新たな展開についてあらゆる分野での活用による新たなビジネスの創出）

㉕
「けいはんなロボット技術センター」等を活用し、次世代ロボット技術の研究開発を推進するとともに、AI・IoT、iPS等先端技術を
活用して、健康・医療、環境・エネルギー、スマート農業等、新産業創出や中小企業の支援を強化

関連する総合計画「４年間の対応方向・具体方策」

⑫産業の創出・成長・発展と継承

※関連該当箇所抜粋

産業振興・ベンチャー育成

⚫京都ビッグデータ活用プラットフォームによる産学公民連携の取組や「企業
の森・産学の森」事業等の各種商工施策を活用した様々な分野での課題解決
プロジェクト組成と事業化を推進

⚫内閣府「スタートアップ・エコシステム形成拠点」採択に向けた取組
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京都府パブリックデジタルサイネージの設置

動
画
領
域

コ
ン
テ
ン
ツ
領
域

動画領域
縦383㎜×横680㎜

京都府の主要な観光玄関口や交通結節点にデジタルサイネージを１０台設置。スマホやSNS等と連携し
た次世代のインタラクティブサイネージ。一人一人のニーズに合わせた観光情報の提供により、国内外の
観光客の利便性向上と周遊観光を促進。

○ホテル・タクシー配車予約の検討
○キャッシュレスと組み合わせたクーポン発行の検討 等

今後の展開

＜サイネージから取得できるデータ＞
○タッチデータ（利用頻度、コンテンツの嗜好データ）
○人流解析カメラによる属性データ（性別、年代）
○Wi-Fi利用データ（滞留データ）
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デジタルサイネージ活用事例①
～㈱毎日放送「歌ネタ王決定戦2019」とのコラボ企画～

㈱毎日放送の番組である「歌ネタ王決定戦2019」とコ
ラボし、デジタルサイネージを活用した府域周遊プロ
モーション企画を実施
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デジタルサイネージ活用事例②
～住民参加型企画 せいか祭り×D-stand～

実施概要
京都府精華町主催する「せいか祭り」の開催に合わせて、府域に設置するデジタルサイネージ（D-

stand）を活用し、町民に精華町の魅力や思い等を直接発信してもらうことで、精華町のPRを図るとと
もに、町民がつながり合い、心豊かに暮らせる精華町を目指す
（動画テーマ例：精華町への熱愛メッセージ）

約3万人集まるイベント

サイネージから地域住民の
メッセージ動画が流れます！
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京都スマートシティ推進協議会企画
D-stand（デジタルサイネージ）×大学生アイデアソン2019

10月3日（木）10:30-16:10
京都造形芸術大学の学生をお招きし、京都府域に設置するD-Stand（デジタルサイネー
ジ）の利活用について考えるアイデアソンを実施！
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新たなプレーヤーがデータ利活用プラットフォームを基盤に
成長発展する「次世代京都づくり」を目指す

今後の方向性について

➢ 京都ビッグデータ活用プラットフォームの会員団体を拡大

・府内全市町村やベンチャー企業等の参画

➢ 課題別WG活動を積極的に推進し、様々な分野に渡る新規ビジネスや新規施
策を創発（データの利活用サービス等）

➢ 行政や会員企業等のデータのインプット量（データ連携ユーザー数）を増や
し、データ統合基盤の利活用を促進
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各種資金支援について

対象
研究開発・
販路開拓等

生産性向上 外部資金獲得

企業単独

産産・産学グ
ループ

京都エコノミック・
ガーデニング
支援強化事業

「企業の森・
産学の森」推進事業

小規模製造業
設備投資等支援事業

中小企業共同型
ものづくり支援事業
(シェアリング事業)

次世代地域
産業推進事業

京都府では企業様のニーズに応じた多様な補助金メニューを御用意！
（金額はR1予算措置額実績）

４０４百万円 １００百万円

４２９百万円
１５０百万円

５０百万円

このほか、就労環境改善や多様な働き方、人材確保を支援するための補助金、低利の制度融資など様々な支援
メニューがあります。ぜひ御相談・御活用ください！ 19



制度名
京都エコノミック・ガーデニング

支援強化事業
「企業の森・産学の森」推進事業

中小企業共同型ものづくり支援事業
（シェアリング事業）

制度開始 Ｈ26～ 継続事業 Ｈ28～ 継続事業 Ｈ29～ 継続事業

趣旨
新たな商品・サービス・ビジネスモデル等の開発、新分野進出
等を支援

「産産連携」「産学連携」など、多様なプレイヤーのコラボレーション
により、付加価値の高い商品・サービスの創出を支援

情報や機器の共有により中小企業の連携を高め、生産性・
競争力の向上を支援

支援対象 企業単独
企業を核とした事業グループ

（産産・産学）
企業グループ・組合・企業単独

支援分野 分野指定なし 分野指定なし
情報や機器の共有により生産性・
競争力の向上を目指す取組全般

募集期間 R1.6.3（月）～R1.8.26（月）

補助率
一般：2分の1（量産設備除く）
設備：15％

一般：2分の1（量産設備除く）
設備：15％

2分の1

対象経費
旅費、直接人件費、材料費・消耗品費、財産購入費等・備品購入費等、
外注・委託費、大学等研究機関との受託（共同）研究費、その他直接経費

支援規模

Ⅰ.事業創生コース
100万円以内

Ⅰ.アーリーステージコース
120万円（勉強会等は20万円）

Ⅰ.シェアリング事業
Ⅱ.シェアリングサポート事業
(1)企業グループ 5,000万円以内

（1企業3,000万円）
(2)組合 3,000万円以内
(3)企業単独 3,000万円以内

※ただし、計画策定のみの場合は１事業120万円以内

Ⅱ.事業化促進コース
1,000万円以内

Ⅱ.事業化促進コース
100万円以上～2,000万円以下

Ⅲ.本格的事業展開コース
3,000万円以内

Ⅲ.本格的事業展開コース
2,000万円超～5,000万円以下

（1企業3,000万円）

対象期間 原則として交付決定日から12ヶ月間

採択予定 Ⅰ20件・Ⅱ10件・Ⅲ10件 程度 Ⅰ12件・Ⅱ10件・Ⅲ7件 程度 ６～７件 程度

応援隊
推薦

必要 不要 不要

各種補助金制度 R1年度募集時
の内容
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各種補助金制度 R1年度募集時
の内容

制度名 小規模製造業設備投資等支援事業 次世代地域産業推進事業

制度開始 Ｈ３０～ 継続事業 Ｈ３０～ 継続事業

趣旨 小規模企業の生産性の確保・向上に向けて必要な製造工程上の課題解決に係る取組を支援 先端技術を活用して事業化を目指す「産学連携グループ」の民間資金等の獲得に向けた取組を支援

支援対象 企業単独（常時使用する従業員２０名以下の小規模企業） 大学等研究機関が参画したグループ（産学）

支援分野
分野指定なし

（生産性向上に繋がる事業が対象）
分野指定なし

（ただし、「脳科学」「ＡＩ」「iPS細胞」を重点支援テーマとする）

募集期間 R1.6.3（月）～R1.8.26（月）

補助率 一般：2分の1（量産設備除く）、設備：15％ 一般：2分の1（量産設備除く）

対象経費
旅費、直接人件費、材料費・消耗品費、財産購入費等・備品購入費等、
外注・委託費、大学等研究機関との受託（共同）研究費、その他直接経費

支援規模 500万円以内 1,000万円以内

対象期間 原則として交付決定日から12ヶ月間

採択予定 ２０件 程度 ５件 程度

応援隊
推薦

必要 不要 21



内閣府資料
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内閣府資料内閣府資料
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スマートモビリティ



地域公共交通の利便性向上と、暮らしやすいまちづくりを進めます。

㉒
「MaaS・α促進プロジェクト」を創設し、MaaS（Mobility as a Service）など、新たなモビリティサービスの
導入により、利用者ニーズに即したシームレスな移動を生み出すとともに、持続可能な地域交通の確立をめざし
ます。

関連する総合計画「４年間の対応方向・具体方策」

⑲成長・交流・情報・暮らしの基盤づくり

※関連該当箇所抜粋

スマートモビリティ

⚫MaaSなど、新たなモビリティサービスの導入により、利用者ニーズに即し
たシームレスな移動を生み出すとともに、持続可能な地域交通の確立
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スマートモビリティ ～スマートシティモデル事業（国土交通省）～
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スマートモビリティ ～新モビリティサービス推進事業（国土交通省）①～
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スマートモビリティ ～新モビリティサービス推進事業（国土交通省）②～
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スマートセキュリティ



関連する総合計画「４年間の対応方向・具体方策」

⑰犯罪や事故のない暮らし

※関連該当箇所抜粋

スマートセキュリティ

⚫犯罪や交通事故の発生を抑止するため、先端技術を活用した多角的な分析に
基づく地域における声かけや道路交通環境整備などソフト・ハード両面での
対策の融合による効果的な防止対策を推進

府民の防犯・交通安全意識の向上や地域防犯力の向上等により、犯罪・交通事故の起きにくい社会づ
くりを進めます。

①
犯罪の発生情報を集約、ＡＩ等を活用して情報の分析機能を強化するなど、犯罪防御システムの高度化を図り、
先制的なパトロールや効果的な情報発信等により、更なる犯罪抑止対策を推進

③
GISを活用した交通事故の発生原因等の多角的な分析に基づき、原因別に重点を絞った街頭活動の展開や自転車
通行帯等の道路交通環境の整備等、地域の交通実態に即した交通事故防止対策

④ ＡＩ等の最新技術を被害抑止に活用するなど、社会全体の特殊詐欺等に対する防御力を強化

32



京都府警察本部「犯罪防御システム」について

– 2018年にシステムを活用して
重点的にパトロールした地域
で、車のタイヤを盗もうとし
た事件など約40件（余罪を含
む）が検挙につながった

– 地域のボランティアによるパ
トロールにも活用

◼ 2016年運用開始

◼ 過去に発生した犯罪の罪種、日時、場所などのデータから、犯罪の発生
が見込まれるエリアを地図表示

犯罪の発生情報の分析によるパトロールコース（イメージ）
33



（参考）NICT 平成30年新規委託研究

犯罪オープンデータを活用したデータ駆動型犯罪予測手法の
開発と市民・自治体向け犯罪予測アプリケーションの構築

• 概要：警察庁からの公開準備中の犯罪データを用い、申請者が独自開
発した3つの犯罪予測手法をメインエンジンとした、日本発かつ世界
初のデータ駆動型犯罪予測基盤技術を確立する。

– 本委託での研究結果は論文として公開し、犯罪予測分野の発展に貢献する。

– さらに、犯罪予測結果を毎日配信するモバイル＆ウェブアプリケーション
を開発し、通信事業者、自治体との連携を試みる。

– 2020年のオリンピックに向けて公開し、「先進的な日本」のアピールに
活用、オリンピック後は国際展開を目指す。

https://www.nict.go.jp/info/topics/2018/11/30-1.html 34
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スマート防災



府・市町村の危機管理体制を充実し、災害発生時の対応力及び災害から立ち直れる力を強化

㉓
府・市町村の災害発生時対応業務について、図表等を用いて視覚的にも分かりやすく標準化、総合防災情報シス
テムの整備、国のISUTとの連携体制の確立、備蓄管理システムの整備、防災情報の多言語発信、洪水氾濫状況
等のリアルタイム配信など、最先端の危機管理体制を構築

㉔
災害危険情報の対象エリアを精緻化し、危険度の高いエリアに絞ってプッシュ配信することにより、情報の信頼
性を向上させるなど、「逃げ遅れゼロ・プロジェクト」として取り組む

㉕
降雨情報とミクロな地形情報、実績水位をもとに早いタイミングで中小河川の洪水を予測するAI活用「氾濫早期
予測システム」の開発

㉞ 災害の種類・規模や被災者の状況に応じた適切な支援が行えるよう、訓練を実施

関連する総合計画「４年間の対応方向・具体方策」

⑯しなやかで災害に強い地域

※関連該当箇所抜粋

スマート防災

⚫総合防災情報システムの構築に向け、AI・IoT等を活用した災害情報の共有
や被害予測、救援・援助物資情報の仕分け、府民への情報伝達等、防災対策
の高度化（スマート防災）の推進

⚫スマート防災をパイロットケースとして、各種GISデータ・水位計データ・
施設情報・都市計画データ等インフラ情報の高度利活用のための庁内横断的
なデータアーキテクチャーを整備
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総合防災情報システムの整備
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スマート防災の取り組み事例

災害予測のリアルタイム化は急速に開発・実装化が進展

https://cmap.dev/
自然災害による被災建物棟数の「リアルタイム被害予測ウェブサイト」

ニッセイ同和損害保険株式会社、横浜国立大学、エーオンベンフィールドジャパン株式会社

38
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スマート防災の取り組み事例

リアルタイムデータの災害対応への活用

スマートフォンアプリから位置情報を取得し、独自の技術で解析・生成した「人流デー
タ」を可視化し、行政機関や自治体等に実装可能なリアルタイムに可視化できるシステ
ムのプロトタイプ構築
（国立研究開発法人防災科学技術研究所「災害時における人の流れの把握や避難誘導等の
効率化のニーズに基づく研究開発」、株式会社Agoop）

通行可能な道路の把握に活用 台風上陸に伴う計画運休の影響を把握

【活用例】 リアルタイムデータ入手による現状把握の高度化

https://www.prism-bosai.jp/p3.html 39

https://www.prism-bosai.jp/p3.html


スマート防災の取り組み事例

SNS・AI 技術を活用した住民避難・水防活動支援プロジェクト
～三重県伊勢市をフィールドとした現場実証訓練を 9 月 13 日(金)に実施～

• 高齢者等の避難支援や水防団の円滑な活動支援などを目的として、SNS(LINE)及び
防災チャットボット「SOCDA」（ソクダ）を活用した河川情報等の提供、AI音声応
答機能（AIアシスタント「Clova」）を活用した防災情報等の入手などを実施。

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_000991.html 40
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令和元年台風第１５号による千葉県の被災者からの問合せに応対する
AI チャットボットを実装した「千葉県災害 2019」LINE 公式アカウ
ントを開設（AI防災協議会）

スマート防災の取り組み事例

被災者が入力した問合せに対し、
ＡＩが会話形式で応答すること
で、物資確保や被害認定、罹災
証明など、被災された方の災害
復旧・生活再建等に必要な情報
を提供

http://caidr.jp/data/2019-09-22press.pdf 41
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